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自転車利用に関するチラシ【A4表面】



１．アンケート調査票他・送付資料等 
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自転車利用に関するチラシ【A4裏面】 



１．アンケート調査票他・送付資料等 
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パンフレット『うつのみやが目指すまちづくりと公共交通ネットワーク』【A4両面･8ページ】 



２．意識転換策の実施による道路交通への影響の検討 
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○ 意識転換策により得られた事前及び事後調査結果を用いて，意識転換策による道路交通への影響（社

会的便益）を推計した。 

○ なお，算定にあたっては「モビリティ・マネジメント施策評価のためのガイドライン」（平成 22 年 1

月 15日改訂版；（社）土木学会 土木計画学研究委員会 日本モビリティ・マネジメント会議（JCOMM）

実行委員会）に準拠し，本プロジェクトの目的（円滑で利便性の高い総合的な交通体系の確立）を踏

まえ，上記ガイドラインに示された便益項目のうち，道路交通に関連する４便益を算定対象として選

定した。以下に算定対象と算定方法，算定過程を示す。 

 

【ＭＭ実施効果の便益項目】 

評価指標 内容 
今回の 

算定対象 

便 
益 

（１） 
ΔBh 

健康増進便益 

(医療費の削減) 

ＭＭにより人々が，クルマ利用から適度な身体運動を伴う「徒

歩」へと転換することに伴い，個人の健康が良好になることで

社会保障費等が減少することにより得られる便益 

― 

便 
益 

（２） 
ΔBa 交通事故減少便益 

ＭＭ実施により人々のクルマ利用が減少することで，自動車を

運転している間に交通事故に遭遇する確率が減少し，それに伴

う経済的損失額が減少することにより得られる便益 

○ 

便 
益 

（３） 
ΔBcc 

クルマ走行費用 

削減便益 

(移動費用の変化) 

ＭＭ実施によりクルマ利用が減少することで，クルマでの移動

に必要となる費用（ここでは燃料費のみを対象）が削減される

ことにより得られる便益 

○ 

便 
益 

（４） 
ΔBt 移動時間削減便益 

ＭＭ実施により人々の自動車トリップが減少し，自動車ネット

ワークの交通量が減少することで，自動車ネットワーク全体の

混雑緩和に伴い走行速度が向上し，人々の移動に必要となる時

間が減少することによる便益 

○ 

便 
益 

（５） 
ΔBec 環境改善便益 

 ＭＭ実施により人々のクルマ利用が減少し，公共交通や自転

車，徒歩等の環境負荷がより小さい交通手段へと転換すること

で，排出される CO2の量が減少することで得られる便益 

○ 

 

【各評価指標の算定方法】 

便 
益 

（２） 

ΔBa：交通事故減少便益（円／年）  

＜算出式＞ΔBa =Cac×α×ΔTcar（円／年） ― 

・Cac：交通事故一件あたりの損失費用（円／件） 4,565×10^(3) 

・α：対象地域における交通事故発生確率（件／分） 0.54×10^(-6) 

・ΔTcar：クルマ利用時間の変化量（分／年） ＭＭ実施効果 

便 
益 

（３） 

ΔBcc：クルマ走行費用削減便益（円／年）  

＜算出式＞ΔBcc= Cgas×ΔTcar×Vcar／60（円／年） ― 

・Cgas：ガソリン価格（円／km） 5.41 

・ΔTcar：クルマ利用時間の変化量（分／年） ＭＭ実施効果 

・Vcar：対象地域におけるクルマの平均旅行速度（km／h） 23.6 

便 
益 

（４） 

ΔBt：移動時間削減便益（円／年）⇒簡易的方法で推計  

＜算出式＞ΔBt=αcar×ΔTcar（円／年） ― 

・αcar：時間価値原単位（円／分・台） 40.10 

・ΔTcar：クルマ利用時間の変化量（分／年） ＭＭ実施効果 

便 
益 

（５） 

ΔBec：環境改善便益（円／年）  

＜算出式＞ΔBec=Cco2×(βcar×ΔTcar+βpt×ΔTpt) （円／年） ― 

・ΔTcar：クルマ利用時間の変化量（分／年） ＭＭ実施効果 

・ΔTpt：公共交通の利用時間の変化量（分／年） ＭＭ実施効果 

・Cco2：CO2 1g あたりの費用（円／g-CO2） 830×10^(-6) 

・βcar：クルマの 1 分あたり CO2 排出原単位(g-CO2／分) 94 

・βpt：公共交通の 1 分あたり CO2 排出原単位(g-CO2／分) 20 
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●田原街道沿線住民ＭＭ　実施結果

a．動機付け資料配布者数 551

b．事後回答者数 412

c．bのうち，「クルマ利用時間」への有効回答数 296

d．bのうち，「公共交通の利用日数」への有効回答数 403  

 

●田原街道沿線住民ＭＭ　クルマ利用時間 ●田原街道沿線住民ＭＭ　公共交通の利用日数（事前）

バス利用日数
（日／月）

電車利用日数
（日／月）

公共交通利用
日数（日／月）

事前 事後 変化量 1,249.1 549.7 1,798.8

17,198.0 17,092.0 106.0

●田原街道沿線住民ＭＭ　公共交通の利用日数（事後）

バス利用日数
（日／月）

電車利用日数
（日／月）

公共交通利用
日数（日／月）

事前 事後 変化量 1,257.7 567.7 1,825.4

21,663.0 18,265.0 3,398.0

●田原街道沿線住民ＭＭ　公共交通の利用日数（変化量）

バス利用日数
（日／月）

電車利用日数
（日／月）

公共交通利用
日数（日／月）

事前 事後 変化量 (8.6) (18.0) (26.6)

18,473.7 17,427.1 1,046.6

●平成4年宇都宮都市圏パーソントリップ調査結果より

バス
（分／トリップ）

電車
（分／トリップ）

事前 事後 変化量 41.0 65.7

6,742,905.7 6,360,907.1 381,998.6

（Δ Tcar） ●田原街道沿線住民ＭＭ　公共交通の利用時間（変化量）

バス利用時間
（分／月）

電車利用時間
（分／月）

公共交通利用
時間（分／月）

(351.2) (1,183.7) (1,534.9)

●田原街道沿線住民ＭＭ　公共交通の利用時間（変化量）

バス利用時間
（分／年）

電車利用時間
（分／年）

公共交通利用
時間（分／年）

(4,214.8) (14,204.3) (18,419.1)

（Δ Tpt）

④平休日区分なし
�

④＝③×365

クルマ利用時間
（分／年）

※交通手段の平均トリップ数（トリップ／日）は調査結果から得られていないが，
安全側で便益算定する趣旨から，平均トリップ数（トリップ／日）＝1として算定

⑥変化
⑥＝⑤×12

③平休日区分なし

③＝(①×5+②×2)÷7

クルマ利用時間
（分／日）

①平日

クルマ利用時間
（分／日）

②休日

クルマ利用時間
（分／日）

①事前

②事後

⑤変化
⑤＝③×④

③変化量
③＝①－②

④代表交通
手段別平均
所要時間

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①cの年間便益 ②aの便益 ①cの年間便益 ③aの便益

算出式
①＝cのクルマ利用時間変
化量×各指標原単位

②＝①÷c×a 算出式
①＝cのクルマ利用時間変
化量×各指標原単位

③＝②÷c×a

計算結果 933,961.4 1,738,556.4 計算結果 29,803.5 55,478.9

①cの年間便益 ②aの便益 ①dの年間便益 ③aの便益

算出式
①＝cのクルマ利用時間変
化量×各指標原単位

②＝①÷c×a 算出式
①＝dの公共交通利用時
間変化量×各指標原単位

③＝②÷d×a

計算結果 812,629.1 1,512,698.2 計算結果 (305.8) (418.0)

①cの年間便益 ②aの便益 - ③aの便益

算出式
①＝cのクルマ利用時間変
化量×各指標原単位

②＝①÷c×a 算出式 - -

計算結果 15,318,142.7 28,514,515.7 計算結果 - 55,060.8

合計（千円／年） 31,820.8

　便益（５）　クルマ利用の環境改善便益（円／年）

　便益（４）　Δ Bt：移動時間削減便益（円／年）

　便益（５）　公共交通利用の環境改善便益（円／年）

　便益（５）　Δ Bec：環境改善便益（円／年）

　便益（２）　Δ Ba：交通事故減少便益（円／年）

　便益（３）　Δ Bcc：クルマ走行費用削減便益（円／年）

【田原街道沿線住民ＭＭにおける便益算定】 
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平成23年度宇都宮市ＭＭ実行委員会　名簿（敬称略） ◎：委員長，○：副委員長

所　　属 職　　名 氏　　名

1 社団法人栃木県バス協会 業務部長 船木　孝男

2 関東自動車株式会社路線バス事業部 乗合課長 福島　崇文

3 東野交通株式会社業務部 乗合課長 齋藤　一裕

4 ジェイアールバス関東株式会社宇都宮支店 課　　長
宮本　昭一

（岸　　浩司）

5 宇都宮商工会議所 部　　長 村上　幸雄

6 宇都宮まちづくり推進機構 事務局長 ○大岡　幸雄

7 関東運輸局栃木運輸支局企画輸送監査部門 運輸企画専門官 林　　昌宏

8 栃木県県土整備部交通政策課 課　　長 檜佐　哲夫

9 宇都宮市総合政策部 参　　事 ◎和気　恒光

10 宇都宮市経済部 次　　長 宇梶　　修

1 宇都宮大学大学院 准 教 授 森本　章倫

アドバイザー

 
 

（注）表中の括弧内は前任者 

 

 

 


